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１．はじめに 
 2020 年 7 月に厚生労働省によりデータヘルス

集中改革プランが策定され、全国で健康・医療

情報を確認できる仕組みの拡大、電子処方箋の

仕組みの構築、自身の保健医療情報を活用でき

る仕組みの拡大が提唱された。2022 年 10 月には

内閣官房に医療 DX 推進本部 [1]が設置され、

2030 年までに最適な医療と Well-being を実現す

ることを目的としたデジタル基盤「全国医療情

報プラットフォーム」の整備を速やかに推進す

るための工程表が策定された。 
 Personal Health Record（以下、PHR）は、その

基盤の中心的ツールとして期待されており、本

邦の社会的課題である超少子高齢社会、頻発す

る災害やパンデミック、患者主体医療（Patient 
Engagement）の推進、国民の健康増進に対応す

る核心ツールとして期待されている。また、ス

マートシティ企画団体や自治体、事業者による

PHR の開発が活発になっており、健康・医療

（ヘルスケア）分野でのサービスとして新たな

市場拡大の領域となっている。その一方で、PHR
は電子カルテの黎明期と同様に標準化よりも商

品化が先行しつつあり、データの相互運用性と

構造化に課題を残している。これらの検討が不

十分であると、PHR 基盤や PHR 事業者を変更す

る際に、データ移行が困難に陥り、個人の健康

医療データの保存性が強く危惧される。その解

決には、標準仕様の実装と臨床上のユースケー

スの整備が不可欠である。 
 
２．方法 
 全国医療情報プラットフォーム」に準拠した

標準規格を備えた PHR 基盤とアプリを構築した。

PHR 基盤は医療情報交換の国際標準規格である

HL7 FHIR で構築し、PHR アプリと病院の電子カ

ルテシステムを連携した（図 1）。病院検査結果

と医療文書の連携は、日本医療情報学会

NeXEHRS 研究会で策定された FHIR JP Core 実装
ガイド[2]に準拠した。特定健診結果の取得につ

いて、デジタル庁へマイナポータルの API 連携
を申請し、承認を得て実装した。PHR アプリは、

疾患別ユースケースと非疾患別ユースケースと

ユースケースに対応する国や学会などが策定し

た標準規格を考慮し、7 つの機能（慢性疾患、マ

イナポータル連携、脳卒中 ePRO、薬剤情報登録、

診療情報提供書、退院時サマリー、ダイナミッ

クコンセント）を開発した（図 1）。また PHR
と同じ情報を医療者や家族が利用者許可の上で

閲覧するビューも開発した。本 PHR を用いて自

治体職員と患者向けに PHR 体験の実証実験を実

施した（九州大学医系地区部局観察研究倫理審

査委員会：許可番号 22073-05）[3]。そして、標

準規格に準拠した PHR の普及と正しい利活用を

推進していくことを目的として、具体的な社会

実装に向けた対応を行なった。 
 
３．結果 
３．１ 実証実験 
実証実験は、2022 年 10 月〜2023 年 3 月末まで

に、120 名（自治体職員実証 50 名、病院患者実

証 52名、薬局患者実証 18名）を対象として実施

した。年齢範囲は 24歳〜79歳（中央値 53）、男

性 78名（女性 42名）であった。被験者への研究

概要と同意説明文の説明には動画を用いた。説

明からインストールの時間は約 30〜45 分であり、

インストール後にダイナミックコンセントによ

るオプトインによる同意を取得した。 
 病院実証と自治体実証では、主に病院検査結

果と特定健診結果の確認と合わせて、2018 年に 6
臨床学会にて生活習慣病の予防・管理のために

策定した疾病における検査値の正常範囲値やリ

スク階層別の閾値、閾値に応じてアラートを表

示する PHR 推奨設定[4]の体験ができた。薬局実

証では、患者が服薬状況を登録し、その状況を

Development and Social Implementation of Personal Health 
Record with Standardization Specification 
Takanori Yamashita, et al., Medical Information Center, 
Kyushu University Hospital 

Copyright     2024 Information Processing Society of Japan.
All Rights Reserved.4-285

2G-02

情報処理学会第86回全国大会



薬剤師による Web ビューアから服薬アドヒアラ

ンスを実施した。服薬状況確認シートを活用し

て実証前後で服薬スコアの向上が認められた。 
被験者のアンケート調査では、自身の健康増

進のために積極的に健康医療情報や体重・血圧

などのライフログ情報を活用できること、服薬

アドヒアランスの向上と医療者や家族による状

況把握により安心感を得ることができたとのア

ンケート結果を得られた。一方で診療情報提供

と退院時サマリーの標準文書書式と薬剤登録用

の標準 QRコードを運用していない医療機関が見

られた。 

 
図 1: Tsunagu PHR概要 

 
３．２ 社会実装 
 実証実験の後、標準規格に準拠した PHR の社

会実装の普及と正しい利活用を推進していくこ

とを目的として、PHR 開発と実証実験で得られ

た技術的知見と知的財産を各事業者へ提供する

ために、本研究に関わった 5 者（九州大学、医療

情報システム開発センター、株式会社ケーアイ

エス、 株式会社電通、株式会社翔薬）にて共同

事業契約書を作成し、2023 年 11 月に締結した

（図 2）。 
 また開発した PHR を「Tsunagu PHR」として

商標登録を行った。5 者の共同事業契約書を基に

した共同事業体として「Tsunagu PHR 推進委員会

（代表：九州大学）」を設置し、本事業を遂行

することとした。2023 年 11 月、ある企業から知

財の提供依頼があり、契約書の手順に沿って、5
者確認の上で該当知財を提供した。現在、数事

業体からも知財提供の依頼を受けており準備を

進めているところである。 

 

 
図 2: Tsunagu PHR 基盤と事業展開の考え方 

 
５．考察・まとめ 
標準規格に準拠した PHR 基盤とアプリを開発

し、実証実験を行なった。利用者の評価として、

PHR を用いた健康管理や健康行動に関する自己

効力感について前向きな評価が得られ健康増進

に有効なツールとして期待される。医療機関に

おける標準規格への対応については今後の課題

である。PHR 業界の健全な発展を目的とした関

連団体が設立されている[5,6]。今回の経験と評価

を基に関連団体とも連携し、本 PHR の社会実装

の普及を推進していきたい。 
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